
1.研究背景及び目的

　廃水処理施設から発生する汚泥は、建設業から排出

されるものも含めると産業廃棄物中で最大の割合を占

め、その処理・処分に莫大な費用を要している。従って

汚泥排出量の減量化が社会的に急務となっている。一

般に、活性汚泥法に余剰汚泥減量化プロセスを組み込

む場合、その減量化率を100％に近づけることが目標と

される場合が多い。その際、余剰汚泥を引き抜く工程が

ないため処理水中の窒素・リン濃度が上昇し、結果とし

て処理水質の悪化を招く。

　そこで本研究では、物理的可溶化法の一つである高速

回転ディスク装置1)により余剰汚泥を可能な限り可溶

化・減量化を図るとともに、図1に示す汚泥処理工程に

て可溶化汚泥を嫌気−好気−無酸素処理し、窒素は脱窒

により除去、リンは引き抜き汚泥中に濃縮することで返

流水中の窒素・リン濃度の上昇を抑制するプロセスの開

発を目的とする。

　昨年度までの研究で運転条件を把握した。具体的には、

馴養汚泥(活性汚泥法における返送汚泥にあたるもの:図1

参照)に対する可溶化汚泥の割合を1:1とし、無酸素処理

で脱窒を促進するために基質として可溶化汚泥を追加投

入(400〜700mg-COD/L)する必要が示された。また嫌

気-好気-無酸素処理日数について5日、1日、1日を１

サイクルと設定することで返流水への窒素・リンの溶出

抑制が可能であると示された。

　従ってこの条件を用いて連続的に本プロセスの運転を

行い、その実用化に向けて手がかりを得るとともに、モ

デル計算により本プロセスの有用性を把握する。

2.連続的条件下での窒素・リン溶出抑制に関する検討

2.1実験方法

　山口県宇部市東部浄化センターから余剰汚泥を採取し、

その余剰汚泥（MLSS=12000mg/L）に対し、高速回転

ディスク処理を行う。処理後の可溶化汚泥について昨年

度までに得られた条件をもとに嫌気−好気−無酸素処理

し、計4サイクル（1ヶ月）の連続運転を行う。

　各処理工程毎のサンプルについて溶存酸素濃度(DO)、

水素イオン濃度(pH)、浮遊物質濃度(MLSS)、揮発性浮

遊物質濃度(MLVSS)、全有機炭素量(TOC)、溶解性有機

炭素量(DOC)、溶解性全リン(solT-P)、溶解性全窒素

(solT-N)、アンモニア態窒素(NH
4
+-N)、亜硝酸・硝酸

態窒素(NO
2,3

--N)を測定する。
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2.2実験結果及び考察

　図2にsolT-N及びsolT-Ｐの経時変化を示す。どち

らも各サイクルで同様の挙動を示しており、連続的な運

転による処理能力の低下はみられなかった。また、デー

タは非表示であるが好気処理での硝化も比較的良好に行

われたことから、増殖速度が低い硝化菌の槽内からの消

失による硝化阻害もなかったものと推察される。よっ

て、返流水への窒素・リンの溶出抑制に関して、昨年度

までに得られた運転条件は連続的な運転においても有効

であるといえる。

　一方、図3に示したDOCの経時変化からサイクルを

重ねる毎に蓄積する傾向がみられた。この結果に関して

今後さらに運転を継続し、動向及び処理水質への影響を

図2　solT-N及び solT-Pの経時変化
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図 3　DOCの経時変化
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図 1　活性汚泥に汚泥減量化プロセスを組み込んだ

　　　処理工程フロー　

高高高高速速速速回回回回転転転転デデデディィィィススススクククク処処処処理理理理

嫌嫌嫌嫌気気気気処処処処理理理理好好好好気気気気処処処処理理理理無無無無酸酸酸酸素素素素処処処処理理理理

汚泥の可溶化

返送汚泥

最初沈殿池 エアレーションタンク 最終沈殿池

処理
（放流）

引き抜き汚泥

N,P除去

余剰汚泥
初沈汚泥

流入下水

ブロア

脱離液

馴養汚泥

汚泥処理ならびに窒素・リン溶出抑制

追加基質

処理水

→→→→→

高速回転ディスク処理高速回転ディスク処理高速回転ディスク処理高速回転ディスク処理高速回転ディスク処理

土木学会第61回年次学術講演会（平成18年9月）

-133-

7-067



把握する必要性がある。

3.本プロセス導入による窒素・リン溶出抑制に関するモ

デル計算

　本研究で提案するプロセスの導入による窒素・リンの

溶出抑制効果についてモデル計算を行い、既存の処理施

設ならびに余剰汚泥無発生型(100%汚泥減量化)プロセス

と比較を行う。具体的には、両プロセスに関して返流水

中の窒素・リン濃度を求め、処理水質への影響について

調べる。また、今回の適用対象は小規模廃水処理施設と

し、計算を行う。

3.1モデル計算における条件設定

　本プロセスの有用性を検証するために、2.2の実験結

果ならびに表１に示すパラメータを用いてモデル計算を

行う。

　モデル計算を行う上で、2.2の実験結果(無酸素処理終

了後のsolT-N=150mg/L，solT-Ｐ=28mg/L)をもとに

計算を行う。また本プロセスでは、汚泥処理槽から排出

される汚泥に対して固液分離を行うことを前提としてい

るため、引抜汚泥の含水率を98.8%から80％まで脱水

すると仮定した。

3.2モデル計算における結果及び考察

　表1のパラメータを用いて汚泥を減量化した場合に発

生する脱離液が返流された場合のエアレーションタンク

内の窒素・リン濃度の計算を行った。結果を図4に、本

プロセスと既存の処理施設及び汚泥無発生型プロセスと

の比較を表2に示す。

　まず汚泥減量化に関して、これまでの結果から余剰汚

泥を高速回転ディスク処理することにより3割汚泥が減

量化し、その可溶化処理後汚泥を嫌気-好気-無酸素処

理プロセスに投入することで2割減量化する結果が得ら

れている(データは省略)。この結果を用いてモデル計算

を行うと、余剰汚泥発生量が乾重で76kg/dayあったも

のが、高速回転ディスク処理、嫌気-好気-無酸素処理

後には43kg/dayとなる結果を得た。つまり既存の処理

施設と比較して、本プロセス導入により1週間で43％の

減量化が可能であることが示された。

　続いて処理水質に関して、余剰汚泥無発生型プロセス

と比較すると、本プロセスでは2.2の実験結果(無酸素処

理終了後のsolT-Ｎ=150mg/L、solT-Ｐ=28mg/L)で

返流されるため、処理水質のT-N、T-PはそれぞれT-

N＝20.4mg/L、T-P=2.6mg/Lという結果（エアレー

ションタンク内で50％除去されると仮定）となり、既存

の処理施設の処理水質(T-N＝20mg/L、T-P=2.5mg/

L)とほぼ変わらない結果が得られた(表2)。

　一方、余剰汚泥無発生型プロセスについては汚泥を引

き抜く工程がないため、エアレーションタンクへ T-

N=960mg/L、T-P=300mg/Lの濃度で返流され、処理

水質がT-N=23.7mg/L、T-P=3.7mg/Lまで上昇する

結果となった。このことから余剰汚泥無発生型廃水処理

の場合、返流水中の窒素・リンの負荷を低減するために、

それらを除去するための処理施設を別途設置する必要が

あるなど新たな問題が生じると想定される。

　以上、モデル計算の結果から本プロセスの有用性が確

認できた。本プロセスの導入により、汚泥を減量化しな

がら返流水への窒素・リン溶出抑制が可能であると考え

られる。

4.まとめ

　物理的分解法の一つである高速回転ディスク装置によ

り汚泥の可溶化を図るとともに、汚泥処理工程にて嫌気

−好気−無酸素処理を組み込むことで可能な限り汚泥を

減量化し、処理水中への窒素・リンの溶出抑制が可能で

あることが示された。

　今後はさらに長期的な運転を行い、再現性の確認を行

う予定である。
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表1
　設定パラメータ　

パラメーター 設定値

汚水処理人口（人/day） 2000
最大汚水処理量（L/day） 400
曝気槽内のMLSS濃度（mg/L） 2000
余剰汚泥のMLSS濃度（mg/L） 12000
流入BOD（mg/L） 200
流入T-N（mg/L） 40
流入T-P（mg/L） 5

T-N T-P T-N T-P

既存の処理施設 40.0 5.0 20.0 2.5 0
汚泥無発生型プロセス 47.3 7.3 23.7 3.7 100

本提案プロセス 44440000....8888 5555....2222 22220000....4444 2222....6666 44443333

汚泥減量化(％)
流入水濃度(mg/L) 処理水濃度(mg/L)

表 2　本プロセスとの比較

図4　本プロセス導入により期待される効果

　　　　　　（モデル計算の結果）
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